様式１（第６条第１項（１）～（８）に該当する場合）
                                                   平成　　年　　月　　日
    三　重　県　知　事　あて
                   　 　（申請者） 住　　　所
                                 名　　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　
環境対策活動計画書
【 地球温暖化防止関連　／　公害防止等関連 】
　　環境・防災対策等促進資金融資要綱第９条第１項の規定により環境対策活動計画（地球温暖化防止関連／公害防止等関連）を３部提出します。
記
	事業者名

	
	電話番号

	

	所在地
	 〒


	業　　　種

	
	主要生産品
	

	創業年月日

	   　　　　 年　　月　　日

	法　人　成

	   　 年　月　日


	資本金又は
出　資　金
	                      千円

	従業員数

	            　人


	本制度資金
融資実績
	   有　（融資　　年　月　日 融資残額　　　　千円）　・　無

	申込金額
	                      千円 
	申込金融機関

	

	計画の内容


	該当するものに○
　(1)新エネルギー関連施設・設備　(2)省エネルギー関連施設・設備
　(3)公害防止施設　(4)移転　(5)土壌汚染の除去　(6)アスベストの飛散防止
　(7)①低公害車　②天然ガス車　③NOx・PM低減装置　④NOx・PM買替
　⑤ポスト新長期買替　(8)リサイクル関連施設　

	工　　  期

	      着工予定    平成　　年　　月　　日
      完成予定    平成　　年　　月　　日


添　付　書　類
  １　環境対策施設・設備の設置、改善の場合
　　(1)  付近の見取図（案内図的なもの）
   (2)　工場等の配置図
      ア　工場等敷地内の建物等施設・設備の配置状況を記載のこと。
　　　 イ　敷地境界と近隣住家との距離関係を図示すること。
   (3)　施設・設備の設計仕様書等
   (4)　処理系統図（フローシート）
   (5)　見積書又は契約書の写し
　　(6)　許可書、登録書等の写し（必要な業種の場合）
   (7)　納税証明書（実施細則参照のこと。）
※第６条第１項（１）の場合、(2)イ、(4)は不要
※廃棄物処理法上の優良認定業者が第６条第１項（８）を利用する場合、優良認定業者の許可証
  ２　移転の場合
      上記１に示すもののほか、次の書類を添付すること。
   (1)　移転先の土地に対する所有権又は借地権等を証する書面の写し
　　(2)　旧工場等は無公害の用途に使用する旨の確約書
   (3)　付近の見取図、工場等の配置図は現在地及び移転先の両方を添付すること。
　　(4)　建築確認申請書の写し、平面図、立面図
　３　吹付けアスベスト等の飛散の未然防止の場合
　　　上記１に示すもののほか、次の書類を添付すること。
　　(1)　工事の設計仕様書(融資対象工事であることが確認できること。)
　　(2)　見積書の写し(融資対象工事であることが確認できること。)
　　(3)　工事施工場所の写真(カラー撮影。全体撮影と接写の両方とする。)
　　(4)　公害関係法令等に基づく届出書の写し(該当する場合のみ。後日添付可。)
　　　　　ア　石綿障害予防規則に規定する建築物解体等作業届 (写)
          イ　労働安全衛生規則に規定する建設工事計画届 (写)
　　　　　ウ　大気汚染防止法に規定する特定粉じん排出等作業実施届出書 (写)
　４　環境対応車の導入の場合
　　(1)　旧車両の車検証の写し（低公害車の購入の場合を除く。）
　　(2)　新車両（NOx・PM低減装置の装着の場合は装着する装置）の仕様書・見積書の写し
　　
